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Ⅰ データ集

1980年～2001年は総務省「労働力調査特別調査」（各年２月、ただし、1980年～1982年は各年３月）
2002年以降は「労働力調査（詳細集計）」（年平均）より作成。

図２　共働き世帯の推移
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厚生労働省：福祉行政報告例結果の概況

図１　世帯構成別割合
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（１）家庭環境の多様化や地域社会の変化
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１．家庭教育をめぐる社会動向

厚生労働省：国民生活基礎調査

図4　相対貧困率の年次推移
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○ OECDに提供している「相対的貧困率」の作成基準について
１）　「相対的貧困率」とは、等価可処分所得（世帯の可処分

所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値
の半分に満たない世帯員の割合をいう。

２）　子どもの貧困率は、17歳以下の子ども全体に占める、中
央値の半分に満たない17歳以下の子どもの割合をいう。

３）　等価可処分所得金額は、1985年を基準とした物価指数
で調整をした。
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厚生労働省：福祉行政報告例結果の概況

図３　母子・父子世帯の推移
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Ⅰ データ集

OECD ： "Growing Unequal?"等

図６　相対的貧困率の国際比較（2000年代半ば）子どもがいる現役世帯（世帯主が18歳以上65歳未満で大人が一人）
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図５　相対的貧困率の国際比較（2000年代半ば）
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１．家庭教育をめぐる社会動向

文部科学省：全国学力・学習状況調査（平成22年度）

図８　テレビゲーム携帯電話の利用
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厚生労働省：福祉行政報告例結果の概況
※平成22年度は福島県を除いて集計した数

図７　児童相談所における児童虐待相談対応件数の年次推移
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Ⅰ データ集

総務省統計局：人口推計

図10　15歳未満の人口と総人口に対する割合
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厚生労働省：国民生活基礎調査

図９　18歳未満の児童のいる世帯の割合
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１．家庭教育をめぐる社会動向

文部科学省委託調査：家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究（平成20年）

図12　子育てについての悩みや不安
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0 2010 40 60
（％）

5030

子どものしつけやマナーのこと

子どもの健康や発達のこと

子どもの勉強や進学のこと

子どもの性格や癖のこと

子どもの生活の乱れや
非行のこと

子どものいじめのこと

子どもの友人関係のこと

子どもの教育費のこと

子どもの気持ちが
わからないこと
子どもとの

コミュニケーション不足
子どもの反抗的な態度への
親としての反応がわからない

子育てへの家族の
協力が得られない

その他

第１位

第２位

第３位

悩みや不安が
ある
37.2％

悩みや不安が
ある
37.2％

悩みや不安は
あまりない
55.9％

悩みや不安は
あまりない
55.9％

悩みや不安は
まったくない
6.9％

悩みや不安は
まったくない
6.9％
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図11　15歳未満人口推計
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Ⅰ データ集

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省）

図14　児童生徒による暴力行為
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文部科学省：学校基本調査 

図13　全児童、生徒数に占める「不登校」の比率
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